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研究成果の概要（和文）：介護予防事業に参加した地域在住高齢者のプログラム参加前の心身状

態と改善効果との関係を検討した。地域在住高齢者においては、年齢、基本チェックリストの

得点、栄養状態、健康関連QOL、うつ傾向（GDS簡易版）、転倒自己効力感などは、運動介入の

効果との関係性が低いことが示唆された。一方、改善量と相関を認めたのは、ベースラインで

の身体機能であり、もともとの身体機能の低い者の改善量が大きくなる傾向が示された。 
 
研究成果の概要（英文）：The objectives of this study were to examine the relationship 
between physical and psychological status and the effects of exercise intervention in 
community-dwelling frail elderly people. There were few factors which related with the 
effects of the intervention. On the other hand, the physical functions at the baseline had 
significant relationships with the effects. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)公的介護保険制度が 2000 年 4 月（平成 12
年）に導入された。2003 年厚生労働省老健
局長の私的研究会である「高齢者介護研究
会」の報告書の中では、施行後 3 年を経過し
た介護保険制度の現状を踏まえて、「どのよ
うな生活習慣を持った人が要介護状態とな
るリスクが高いのか、そういった人にどのよ
うなサービスを提供すれば介護予防や要介
護状態の改善に効果があるのかが整理され
ていない」と報告されている。 
(2)高齢者の心身機能を向上させる方法とし

て様々な介入プログラムが一定の成果を上
げてはいるものの、施策として介護予防事業
を行っていく場合には、対象となる地域在住
高齢者の数は膨大であり、かつ高齢者の心身
機能は個人差が大きく、同じような運動介入
を行ったとしてもその効果の出現のしかた
については個人によって異なることが予測
される。 
(3)活用できる社会的資源（財源、マンパワー、
施設・設備等々）は有限であるため、用いる
介入方法と、個々人の機能向上の効果の現わ
れかたの関係を整理することなしに、限られ
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た資源を有効に活用し、効果的・効率的な施
策を計画・実施することは難しい。 
２．研究の目的 
(1)介護予防事業に参加する高齢者、個々人の
身体・心理状況と予防的介入による効果の現
れ方を詳細に調査、検討した研究はなく、そ
の関係は明らかにする。 
(2)前記(1)の目的を達成するため、事業開始前
の心身の状況と、介入による改善量との関係
を回帰分析等を用いて明らかにし、効果予測
モデルを作成する。 
(3)現在、ケアプランや運動プログラムの作成
の現場では、対象者の予後の予測や介入目標
の設定などはケアマネージャーや指導者の
経験や勘に頼っている面がある。どのような
介入手段がどのような対象の身体機能の向
上に最も効果的であるのか、どの程度の効果
が予想できるのかをデータの面から明らか
にし、ケアマネジメントに役立つ情報を提供
し施策の運営に生かすことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)対象 

研究の対象は東京都内の複数の自治体で
介護予防事業に参加した地域在住高齢者で
あった。データ収集の方法は、都内自治体か
ら東京都健康長寿医療センターのデータ評
価用サーバーに集積されたものと、自治体か
ら委託を受けた事業所へ訪問し直接データ
を収集する方法の2つの方法であった。前者
のデータは、不完全なデータセットも含め、
およそ延べ8,000名程度、後者のデータはお
よそ400名程度となった。 
(2)データの解析方法 

介護予防事業におけるアウトカム指標の
事業実施前後での改善量（変化量）を算出し
それを従属変数とした。また、事業開始前の
対象者の心身の状況を示すデータについて
収集しそれらを独立変数とした。独立変数と
従属変数との関係を単回帰また重回帰分析
によって検証した。ただし、現在までのとこ
ろ、自治体および事業所によってアウトカム
指標の設定や測定方法等に違いがあり、それ
らを研究期間中には統一することが不可能
であったため、得られた多量のデータについ
て多変量の解析までは行えていない。今後、
従属変数と独立変数が共通するデータセッ
トを整理・作成し、多変量解析の結果から効
果予測の数学的なモデルを作成する予定で
ある。 
 

４．研究成果 
(1)運動器の機能向上プログラムの効果に関
係する要因の分析結果について 

①対象者の年齢と介入効果の関係 
地域在住高齢者 276名、平均年齢は 75.3
±6.5歳で、最高齢は99歳を対象に個別評価

に基づいて高負荷筋力増強トレーニングと
バランストレーニング等を組み合わせた包
括的な運動トレーニングを 3ヶ月間行った。
運動介入の前後に最大歩行速度、Timed Up 
and Go、開眼・閉眼片足立ち時間、ファンク
ショナルリーチ、握力、膝伸展筋力、長座位
体前屈などの身体機能測定を行い、各体力要
素の改善効果（改善量・改善率）の平均値に
ついて、前期高齢者と後期高齢者の差をｔ検
定を用いて比較した。さらに改善効果と年齢
との関係を単相関およびステップワイズ法
を用いた重回帰分析にて検討した。 

結果、前期高齢者と後期高齢者の比較にお
いて、改善量・改善率に有意差が認められた
項目はなかった。また、改善効果と年齢に相
関関係が認められたのは、握力（ r = -.13, 
P < .05）とファンクショナルリーチ（ r = 
-.18, P < .01）の 2種目だけであった。重
回帰分析の結果も同様に、握力およびファン
クショナルリーチのモデルにおいてのみ年
齢が有意な説明変数となった。それ以外の身
体機能測定項目では、年齢と改善効果との間
に関係は認められなかった。 

②基本チェックリストと介入効果の関係 
本研究では東京都内自治体から収集した

運動器の機能向上プログラム参加者延べ
7,953名のデータから、基本チェックリスト
および運動機能項目の入力があった延べ 825
名のデータを対象とした。基本チェックリス
トは日常の生活機能や心身の状態に関する
25項目の質問に対して「はい」か「いいえ」
で回答するもので、その得点が高いほど生活
機能が低いことを意味する。今回の解析で使
用した評価項目は、基本チェックリスト 25
項目の全得点（以下、全得点）、25項目のう
ち運動器の機能向上に関する 5項目の得点
（以下、運動器の得点）、25項目のうちうつ
に関する項目を除く 20項目の得点（以下、
うつ以外の得点）、事前事後の各運動機能（5m
最大歩行時間（秒）、5m通常歩行時間（秒）、
Timed Up & Go 時間（秒）、開眼片足立ち時
間（秒）、ファンクショナルリーチ（cm）、握
力、長座位体前屈（cm））の測定値であった。
一次解析として、基本チェックリストのそれ
ぞれの得点と介入前の身体機能との関係を
Spearmanの相関係数を用いて評価した。次に、
各運動機能項目について介入前から介入後
の変化率(%)を求め、基本チェックリストの
各得点および介入前の身体機能との関係を
SpearmanおよびPearsonの相関係数を用いて
評価した。結果として、基本チェックリスト
の全得点と介入前の運動機能との関係では、
すべての運動機能で有意な相関が認められ
たが、相関係数 rの絶対値は 0.087～0.352
と小さかった。また、運動器の得点およびう
つ以外の得点も握力以外で有意な相関が認
められたが、相関係数 rの絶対値は0.090～



 

 

0.310と小さかった。各運動機能の変化率と
全得点、運動器の得点、うつ以外の得点との
間には、運動器の得点とファンクショナルリ
ーチの変化率（r = 0.096, P < 0.05）を除
き、いずれも有意な相関を認めなかった。一
方で、介入前の各運動機能とそれぞれの変化
率はいずれも有意な相関を認め、初期の運動
機能が低いほど変化率が大きくなる傾向が
認められた（rの絶対値は0.247～0.531）。 

③基本チェックリストのうつ得点と介入
効果との関係 

本研究では、上記③と同様のデータから、
基本チェックリストおよび運動機能測定値
の入力があった延べ825名を対象とした。評
価項目は、基本チェックリストのうつに関す
る 5項目の得点（以下、うつ得点）、5m歩行
時間（通常・最大）、Timed Up & Go 時間（以
下TUG）、開眼片足立ち、ファンクショナルリ
ーチ（以下 FR）、握力、長座位体前屈（以下
SR）であった。一次解析として、うつ得点と
介入前の身体機能との関係を年齢を調整し
た偏相関係数を用いて評価した。次に、介入
前後に有意な改善の認められた身体機能の
変化（改善）率を求め、うつ得点および介入
前の身体機能との関係も同様に年齢を調整
した偏相関係数を用いて評価した。結果とし
て、うつ得点と各運動機能の変化率との間に
は、いずれも有意な相関は認められなかった。 

④栄養状態と介入効果との関係 
対象は東京都の自治体で実施された運動

器の機能向上プログラムに参加した地域在
住高齢者44名（平均年齢73.9歳）であった。
対象者はマシンを使用した高負荷筋力トレ
ーニングにバランストレーニング等を加え
た運動プログラムを週2回、約3ヶ月間行っ
た。運動介入には理学療法士、看護師などが
関与し、個別評価に基づいた運動処方を実施
した。身体機能の評価は、運動器の機能向上
マニュアルに準じて，5m最大歩行時間，握力，
開眼・閉眼片足立ち時間、ファンクショナル
リーチ（以下FR）、長座体前屈、Timed Up & Go 
（以下TUG）、膝伸展筋力を測定した。事前事
後で有意な改善の認められた身体機能の変
化量を算出し、対象者の事前のBMIおよび血
清アルブミン値の低栄養指標との関係を年
齢と性別を調整した偏相関係数にて検討し
た。結果、運動介入の前後で有意に改善した
身体機能評価項目の変化量と介入前のBMIお
よび血清アルブミン値との偏相関関係は、い
ずれの項目も有意な相関関係を認めなかっ
た。 
(2)結果のまとめと今後の方向性 

これまで集積したデータの中から、従属変
数と独立変数が共通であって統計処理が可
能なデータセットを中心に個別に回帰分析
を行った。その結果、地域在住高齢者におい
ては、年齢、基本チェックリストの得点、栄

養状態、健康関連 QOL、うつ傾向（GDS簡易
版）、転倒自己効力感などは、運動介入の効
果との関係性が低いことが示唆された。一方、
改善量と相関を認めたのは、ベースラインで
の身体機能であり、もともとの身体機能の低
い者の改善量が大きくなる傾向が示された。 

現在まで実施した上記の解析の結果から
明らかになってきたことは、個人個人の心身
の状況のうち身体機能の改善効果に影響を
与える因子は少ないと考えられる。これまで
の高齢者を対象とした運動介入では、年齢が
高い、栄養状態が悪い、QOLが低い、うつ傾
向が強いといった場合に効果に疑問を抱か
れることがあったと考えられるが、状況踏ま
えた個別性を重視した介入を用いれば、これ
らの影響は最小限に抑えられる可能性が考
えられる。また、効果を予測する最も強い因
子として初期（ベースライン）の身体機能が
挙げられ、それらが低い者の効果が高いこと
が示唆されたことは、ケアマネジメントに対
して重要な情報を提供することになったと
考えられる。つまり、地域で自立した生活を
維持している高齢者であれば、身体機能が弱
化した高齢者の方が介護予防の重点的な介
入対象と考えるべきであることが示唆され
たと考えられる。 
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